
 

第１号様式（第４条関係）（表）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

指 定 事 業 所 設 置 許 可 申 請 書                

令和○年○月○日   

（あて先）横須賀市長  

郵便番号 〒238-8550 

住  所 横須賀市小川町1１ 

   氏  名 ○○株式会社 

       代表取締役 横須賀太郎      

   代理人の職・氏名  

   ○○株式会社 ●●工場 

    工場長   横須賀次郎       

                      

神奈川県生活環境の保全等に関する条例第３条第１項の規定により指定事業所について設置の

許可を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

指
定
事
業
所
の
名
称
等 

名 称 ○○株式会社 ●●工場 

所 在 地 横須賀市○○１－３ 

指
定
事
業
所
で
行
う
指
定
作
業 

指定作業の種類（作業番号） 指定施設の種類 施設の規模及び能力 設置台数 

発電の作業(49) (1) ガスタービン 燃焼能力：7,640ℓ/h 1 

資源の再生又は廃棄物の処理

の作業(51) 
(15)廃棄物焼却炉 

焼却能力：4,167kg/h 

火格子面積：19.83㎡ 
2 

         

（    ） 
   

         

（    ） 
   

         

（    ） 
   

指定施設の設置完了 

予定年月日 
令和○年○月○日 

 

ガスタービン1基、廃棄物焼却炉2基の設置に伴い、新たに指定事業所となった事例 

※指定施設の規模が大きいため、窒素酸化物に係る特定事業場に該当する。 

法人の名称及び住所、法人の代表者の

氏名を記入してください。 

なお、代理人申請をする場合も必ず記

載してください。 

工場長等を代理人とすることができます。担当者名

ではなく、委任を受けている工場長等の職・氏名を

記入してください。（提出時または予め委任状の提

出が必要です。） 

指定事業所の名称及

び所在地を記入して

ください。 

条例別表第１の作業名及び

作業番号を記入してくださ

い。 

指定事業所の設置工事着手までに許

可を得る必要があるため、余裕をも

って申請書を提出してください。 

条例別表第１の施設の欄の

施設名を記入してくださ

い。 



（裏） 

他 の 公 害 関 係 法 規 等 の 手 続 状 況 

☑ 大気汚染防止法 令和○年○月○日 提出 

☑ 水質汚濁防止法 令和○年○月○日 提出 

□ 騒音規制法 年   月   日 提出 

□ 振動規制法 年   月   日 提出 

☑ 下水道法 令和○年○月○日 提出 

☑ 建築基準法 令和○年○月○日 提出 

☑ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 平成○年○月○日 提出 

☑ その他（ダイオキシン類対策特別措
置法・電気事業法） 

年   月   日 提出 

添 付 書 類 

☑ 指定事業所概要書 

☑ 公害防止方法概要書 

☑ 登記事項証明書 

□ 住民票の写し 

□ 組織及び運営に関する事項を記載した書類 

□ その他（                      ） 

連  絡  先 

担当部課等名  環境部 

担当者氏名  横須賀 花子 

電 話 番 号  ○○-○○○○ （内線）○○○○ 

備考 １ 指定作業の種類の欄には、条例別表の１から68までの作業についてはその作業名を、同表の69

の作業については別表第１の69の項の作業の内容の欄に掲げる作業の作業名を記入し、（ ）

内には、条例別表第１の作業の番号を記入してください。 

２ 指定施設の種類の欄には、別表第１の施設の欄の施設名を記入してください。 

３ 指定施設の設置完了予定年月日の欄には、事業所が既に設置されている場合は、事業所の設置

年月日を記入してください。 

４ 他の公害関係法規等の手続状況の欄には、手続を行った法規について□内にレ印を記入し、そ

その手続を行った年月日を記入してください。 

５ 添付書類の欄には、添付した書類については□内にレ 印を記入し、その他の書類を添付した場合は、その

添付した書類の名称を（ ）内に記入してください。 

６ 代理人が申請する場合には、当該代理人が当該申請についての権限を有することを証する書類を提出してく

ください。なお、一定の場合には当該書類の提出を省略することができますので、係員にお尋ねください。 

 

 

当該設置に係る他の

公害関係法規等の手

続きについて記入し

てください。 

担当窓口を記入して

ください。 

・申請者が法人である場合は、登記事項証明書 

・申請者が個人である場合は、住民票の写し 

・それ以外の場合は、その組織及び運営に関する事

項を記載した書類を添付してください。 

※写しでの提出の場合は、提出窓口での原本照合が

必要です。 

委任状がすでに提出されている場合であって、その内容に変更がない場

合は、委任状の添付が省略できます。詳細はお問い合わせください。 


